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(57)【要約】
【課題】本発明は、風力発電機のブレード表面に、施工性に優れ、かつ耐擦傷性、耐候性
に優れた塗膜を形成できる風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物、ならび
に該ブレードおよびその製造方法の提供を目的とする。
【解決手段】フッ素樹脂を含有する、風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成
物。また、ブレード基体表面に、前記風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成
物から形成された塗膜を有する風力発電機のブレード。また、該ブレードの製造方法。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エチレンに基づく繰り返し単位とテトラフルオロエチレンに基づく繰り返し単位とを有
する含フッ素共重合体（Ａ）と、該含フッ素共重合体（Ａ）の融点以下の温度で該含フッ
素共重合体（Ａ）を溶解可能な溶媒とを含有する、風力発電機のブレードに用いる表面塗
布用塗料組成物。
【請求項２】
　前記含フッ素共重合体（Ａ）中の全単量体単位に対する、テトラフルオロエチレンおよ
びエチレン以外の単量体に基づく繰り返し単位の割合が、０．１～５０モル％である請求
項１に記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物。
【請求項３】
　前記含フッ素共重合体（Ａ）が、架橋性基を有する含フッ素重合体である請求項１また
は２に記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物。
【請求項４】
　前記架橋性基が、ヒドロキシ基、カルボキシル基、酸無水物基、酸ハライド基、アミノ
基、エポキシ基、アルコキシシリル基およびイソシアネート基からなる群から選ばれる少
なくとも１種以上である請求項３に記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料
組成物。
【請求項５】
　前記溶媒における、下記式（１）で示されるハンセン溶解度パラメータに基づく前記含
フッ素共重合体（Ａ）に対する溶解指標（Ｒ）が２５未満である請求項１～４のいずれか
に記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物。
Ｒ＝４×（δｄ－１５．７）２＋（δｐ－５．７）２＋（δｈ－４．３）２　…（１）
（式（１）中、δｄ、δｐおよびδｈは、ハンセン溶解度パラメータにおける、分散項、
極性項および水素結合項をそれぞれ示し、単位はいずれも（ＭＰａ）１／２である。）
【請求項６】
　防錆顔料、着色顔料および体質顔料からなる群から選ばれる１種以上の顔料成分（Ｃ）
を含有する請求項１～５のいずれかに記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗
料組成物。
【請求項７】
　前記含フッ素重合体（Ａ）を、含フッ素重合体（Ａ）の融点以下の温度で前記溶媒に溶
解させる工程を有する請求項１～６のいずれかに記載の表面塗布用塗料組成物の製造方法
。
【請求項８】
　ブレード基体表面に、請求項１～６のいずれかに記載の風力発電機のブレードに用いる
表面塗布用塗料組成物を塗布して塗布層を形成、次いで塗布層から溶媒を除去して塗膜を
形成する風力発電機のブレードの製造方法。
【請求項９】
　ブレード基体表面に、請求項１～６のいずれかに記載の風力発電機のブレードに用いる
表面塗布用塗料組成物から形成された塗膜を有する風力発電機のブレード。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物、ならびに風力発電機
のブレードおよびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　風力発電機は、クリーンなエネルギーが得られることから各地に普及されてきている。
このような風力発電機は、強い風が長時間吹く場所に設置されるのが一般的であり、特に
周辺に高い建築物や木等がない海岸線に設置されることが多い。風力発電機としては、た
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とえば、塔体と、塔体上に設けられた塔頂回動部と、塔頂回動部に回動支持部を介して取
り付けられたブレードとを有する風力発電機が挙げられる。塔頂回動部は、風向きに応じ
て回動し、ブレードを風が吹いている方に向けられるようになっている。ブレードとして
は、たとえば、木材からなる翼状の板片の表面が繊維強化プラスチック（ＦＲＰ）により
補強されたブレード等が用いられる。近年、風力発電機は大型化しており、たとえば、塔
体の高さは数十メートルにもなる。
【０００３】
　このような大型の風力発電機のブレードは、高速回転しているために虫や鳥が衝突しや
すく、また落雷、塩害等による劣化が生じやすい。しかし、大型の風力発電機のブレード
は、非常に高い場所にあるためその補修が難しく、風力発電機が海上に設置されている場
合は特にその補修が困難である。そこで、風力発電機のブレードは、できるだけ補修作業
を減らすために、虫や鳥の衝突による損傷や、落雷、塩害による劣化等を抑制する塗膜が
設けられることが望まれる。
【０００４】
　このような要求特性の下、たとえば、表面にブロックコポリエステルカーボネート保護
コーティング層を有する形成したブレード（特許文献１）が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特表２００７－５２３７６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、特許文献１の保護コーティング層の耐候性は充分とは言えなかった。
  本発明は、風力発電機のブレード表面に設ける塗膜として、施工性に優れ、かつ耐擦傷
性、耐候性に優れた塗膜を形成できる風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成
物の提供を目的とする。
  また、本発明は、施工性に優れ、かつ耐候性に優れた塗膜を有する風力発電機のブレー
ド、およびその製造方法の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、前記課題を解決するために以下の構成を採用した。
［１］エチレンに基づく繰り返し単位とテトラフルオロエチレンに基づく繰り返し単位と
を有する含フッ素共重合体（Ａ）と、該含フッ素共重合体（Ａ）の融点以下の温度で該含
フッ素共重合体（Ａ）を溶解可能な溶媒とを含有する、風力発電機のブレードに用いる表
面塗布用塗料組成物。
［２］前記含フッ素共重合体（Ａ）中の全単量体単位に対する、テトラフルオロエチレン
およびエチレン以外の単量体に基づく繰り返し単位の割合が、０．１～３０モル％である
［１］に記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物。
［３］前記含フッ素共重合体（Ａ）が、架橋性基を有する含フッ素重合体である［１］ま
たは［２］に記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物。
［４］前記架橋性基が、ヒドロキシ基、カルボキシル基、酸無水物基、酸ハライド基、ア
ミノ基、エポキシ基、アルコキシシリル基およびイソシアネート基からなる群から選ばれ
る少なくとも１種以上である［３］に記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗
料組成物。
［５］前記溶媒における、下記式（１）で示されるハンセン溶解度パラメータに基づく前
記含フッ素共重合体（Ａ）に対する溶解指標（Ｒ）が２５未満である［１］～［４］のい
ずれかに記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物。
Ｒ＝４×（δｄ－１５．７）２＋（δｐ－５．７）２＋（δｈ－４．３）２　…（１）
（式（１）中、δｄ、δｐおよびδｈは、ハンセン溶解度パラメータにおける、分散項、
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極性項および水素結合項をそれぞれ示し、単位はいずれも（ＭＰａ）１／２である。）
［６］防錆顔料、着色顔料および体質顔料からなる群から選ばれる１種以上の顔料成分（
Ｃ）を含有する［１］～［５］のいずれかに記載の風力発電機のブレードに用いる表面塗
布用塗料組成物。
［７］前記含フッ素重合体（Ａ）を、含フッ素重合体（Ａ）の融点以下の温度で前記溶媒
に溶解させる工程を有する［１］～［６］のいずれかに記載の表面塗布用塗料組成物の製
造方法。
［８］ブレード基体表面に、［１］～［６］のいずれかに記載の風力発電機のブレードに
用いる表面塗布用塗料組成物を塗布して塗布層を形成、次いで塗布層から溶媒を除去して
塗膜を形成する風力発電機のブレードの製造方法。
［９］ブレード基体表面に、［１］～［６］のいずれかに記載の風力発電機のブレードに
用いる表面塗布用塗料組成物から形成された塗膜を有する風力発電機のブレード。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の風力発電機のブレード表面塗布用塗料組成物は、風力発電機のブレード表面に
設ける塗膜として、施工性に優れ、かつ耐擦傷性、耐候性に優れた塗膜を形成できる。
  また、本発明の風力発電機のブレードは、施工性に優れ、耐擦傷性、耐候性に優れた塗
膜を有する。
  また、本発明の製造方法によれば、耐擦傷性、耐候性に優れた塗膜を有する風力発電機
のブレードを簡便に製造できる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　＜風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物＞
　本発明の風力発電機のブレードに用いる表面塗布用塗料組成物は、風力発電機のブレー
ド表面に塗布して塗膜を形成する塗料組成物であって、含フッ素共重合体（Ａ）を含有す
る。含フッ素共重合体を含有する塗料組成物によって塗膜を形成することにより、風力発
電機のブレードの耐候性が向上する。
【００１０】
　本発明の表面塗布用塗料組成物に含有される含フッ素共重合体（Ａ）は、フルオロオレ
フィンに基づく重合単位を有する重合体であることが好ましい。
【００１１】
　［含フッ素共重合体（Ａ）］
  含フッ素共重合体（Ａ）としては、エチレンに基づく繰り返し単位と、テトラフルオロ
エチレンに基づく繰り返し単位とを含有する含フッ素共重合体であれば、他に特に制限は
ない。このような含フッ素共重合体の例として具体的には、エチレンに基づく繰り返し単
位とテトラフルオロエチレン（以下、「ＴＦＥ」と呼ぶことがある。）に基づく繰り返し
単位とを共重合体中の主な繰り返し単位とするＥＴＦＥ等が挙げられる。ここで、本明細
書において「ＥＴＦＥ」の用語は、ＴＦＥおよびエチレン以外の共単量体に基づく繰り返
し単位を共重合体の構成単位として含んでもよい、ＴＦＥおよびエチレンを共重合体中の
主な繰り返し単位とする含フッ素共重合体の総称として用いるものである。
【００１２】
　本発明における含フッ素共重合体（Ａ）としては、ＴＦＥに基づく繰り返し単位／エチ
レンに基づく繰り返し単位のモル比が、好ましくは７０／３０～３０／７０、より好まし
くは６５／３５～４０／６０、最も好ましくは６０／４０～４０／６０のものが挙げられ
る。
【００１３】
　また、本発明における含フッ素共重合体（Ａ）においては、得られる共重合体に各種機
能を付加するために、ＴＦＥおよびエチレンの他に、これら以外の共単量体に基づく繰り
返し単位を含んでいることが好ましい。このようなＴＦＥおよびエチレンとともに用いる
共単量体としては、架橋性基を有さない単量体（以下、「非架橋性単量体」という。）と
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架橋性基を有する単量体（以下、「架橋性単量体」という。）が挙げられる。架橋性基は
、基材と化学結合するか、水素結合等により相互作用をする場合には、基材との密着性に
も寄与することがある。
【００１４】
　非架橋性単量体としては、ＣＦ２＝ＣＦＣｌ、ＣＦ２＝ＣＨ２等のフルオロエチレン類
（ただし、ＴＦＥを除く。）；ＣＦ２＝ＣＦＣＦ３、ＣＦ２＝ＣＨＣＦ３、ＣＨ２＝ＣＨ
ＣＦ３等のフルオロプロピレン類；ＣＦ３ＣＦ２ＣＨ＝ＣＨ２、ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ

２ＣＨ＝ＣＨ２、ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ＝ＣＨ２、ＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ＝Ｃ
Ｈ２、ＣＦ２ＨＣＦ２ＣＦ２ＣＦ＝ＣＨ２等の炭素数が２～１２のフルオロアルキル基を
有するポリフルオロアルキルエチレン類；Ｒｆ（ＯＣＦＸＣＦ２）ｍＯＣＦ＝ＣＦ２（式
中Ｒｆは、炭素数１～６のペルフルオロアルキル基、Ｘは、フッ素原子またはトリフルオ
ロメチル基、ｍは、０～５の整数を表す。）等のペルフルオロビニルエーテル類；プロピ
レン等の炭素数３個のＣ３オレフィン、ブチレン、イソブチレン等の炭素数４個のＣ４オ
レフィン、４－メチル－１－ペンテン、シクロヘキセン、スチレン、α－メチルスチレン
等のオレフィン（ただし、エチレンを除く。）類；酢酸ビニル、乳酸ビニル、酪酸ビニル
、ピバリン酸ビニル、安息香酸ビニル等のビニルエステル類；酢酸アリル等のアリルエス
テル類；メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、ブチルビニルエーテル、イソブ
チルビニルエーテル、ｔｅｒｔ－ブチルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル
、等のビニルエーテル類；（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メ
タ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸シクロ
ヘキシル等の（メタ）アクリル酸エステル類；塩化ビニル、塩化ビニリデン等のクロロオ
レフィン類などが挙げられる。
【００１５】
　これらの単量体の中でも、含フッ素共重合体（Ａ）の溶媒への溶解性を向上させる観点
からはフルオロオレフィン類、特にＣＦ２＝ＣＨ２が好ましい。また、含フッ素共重合体
の靭性や耐ストレスクラック性を向上させる観点からは、ポリフルオロアルキルエチレン
、特にＣＦ３ＣＦ２ＣＦ２ＣＦ２ＣＨ＝ＣＨ２が好ましい。
  これらの非架橋性単量体は、単独でまたは２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００１６】
　架橋性単量体が有する架橋性基としては、ヒドロキシ基、カルボン酸基、１分子中の２
つのカルボキシ基が脱水縮合した残基（以下、「酸無水物基」という。）、スルホン酸基
、エポキシ基、シアノ基、カーボネート基、イソシアネート基、エステル基、アミド基、
アルデヒド基、アミノ基、加水分解性シリル基、炭素－炭素二重結合、カルボン酸ハライ
ド基が挙げられる。前記カルボン酸基とは、カルボキシ基とその塩（－ＣＯＯＭ１：Ｍ１

はカルボン酸と塩を形成しうる金属原子または原子団）を、スルホン酸基とは、スルホ基
とその塩（－ＳＯ３Ｍ２：Ｍ２はスルホン酸と塩を形成しうる金属原子または原子団）を
意味する。
  最も好ましくは、ヒドロキシ基、カルボン酸基、酸無水物基およびカルボン酸ハライド
基からなる群から選ばれる少なくとも１種である。
【００１７】
　ヒドロキシ基を有する単量体としては、２－ヒドロキシエチルビニルエーテル、３－ヒ
ドロキシプロピルビニルエーテル、２－ヒドロキシ-２－メチルプロピルビニルエーテル
、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、４－ヒドロキシ－２－メチルブチルビニルエー
テル、５－ヒドロキシペンチルビニルエーテル、６－ヒドロキシヘキシルビニルエーテル
等のヒドロキシ基含有ビニルエーテル類；２－ヒドロキシエチルアリルエーテル、４－ヒ
ドロキシブチルアリルエーテル、グリセロールモノアリルエーテル等のヒドロキシ基含有
アリルエーテル類等が挙げられる。これらの中でもヒドロキシ基含有ビニルエーテル類、
特に４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシエチルビニルエーテルが入手
容易性、重合反応性、架橋性基の架橋性が優れる点でより好ましい。
  酸無水物としては、無水イタコン酸、無水マレイン酸、無水シトラコン酸、５－ノルボ
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ルネン－２，３－ジカルボン酸無水物等が挙げられる。これらの中でも無水イタコン酸が
好ましい。
【００１８】
　カルボキシル基を有する単量体としては、アクリル酸、メタクリル酸、ビニル酢酸、ク
ロトン酸、桂皮酸、ウンデシレン酸、３－アリルオキシプロピオン酸、３－（２－アリロ
キシエトキシカルボニル）プロピオン酸、フタル酸ビニル等の不飽和モノカルボン酸類；
マレイン酸、フマル酸、イタコン酸等の不飽和ジカルボン酸類；イタコン酸モノエステル
、マレイン酸モノエステル、フマル酸モノエステル等の不飽和ジカルボン酸物エステル類
が挙げられる。エポキシ基を有する単量体としては、グリシジルビニルエーテル、グリシ
ジルアリルエーテル等のエポキシ基を有する単量体が挙げられる。
  これらの中で硬度の高い塗膜を得るという観点や基材との密着性を高めるという観点か
ら、ヒドロキシ基を有する単量体および酸無水物が好ましい。
  これらの架橋性単量体は、単独でまたは２種以上を組み合わせて使用してもよい。すな
わち、架橋性基は、含フッ素共重合体（Ａ）１分子中に異なる種類のものが２種類以上存
在していてもよい。
  含フッ素共重合体（Ａ）が、架橋性単量体に基づく単位を含有する場合は、その含有割
合は、含フッ素共重合体（Ａ）の全単量体繰り返し単位のうち、好ましくは０．１～１０
モル％であり、より好ましくは０．１～５モル％である。
【００１９】
　上記含フッ素共重合体（Ａ）がこれらのＴＦＥおよびエチレン以外の共単量体に基づく
繰り返し単位を含有する場合は、その含有割合の合計は、含フッ素共重合体（Ａ）の全単
量体繰り返し単位のうち、好ましくは０．１～３０モル％であり、より好ましくは０．１
～２５モル％であり、さらに好ましくは０．１～２０モル％であり、最も好ましくは０．
１～１５モル％である。なお、溶解性を一層向上させるなどの目的によっては、上限を５
０モル％としてＴＦＥおよびエチレン以外の共単量体に基づく繰り返し単位を含有しても
よい。
【００２０】
　本発明の表面塗布用組成物に使用する含フッ素共重合体（Ａ）において、ＴＦＥおよび
エチレン以外の共単量体に基づく繰り返し単位の含有量がこの範囲にあると、ほぼＴＦＥ
およびエチレンのみで構成されるＥＴＦＥが有する特性を損なうことなく、高い溶解性、
撥水性、撥油性、硬化性、基材に対する接着性などの機能を付与することが可能になる。
【００２１】
　なお、表面塗布用組成物から得られる塗膜の硬度や基材との密着性の観点から、本発明
の表面塗布用組成物に用いる含フッ素共重合体（Ａ）は、前記架橋性基を分子の主鎖また
は側鎖に有していることが好ましい。該架橋性基は、含フッ素共重合体（Ａ）の分子末端
または側鎖または主鎖のいずれに有していてもよい。また、該架橋性基は、含フッ素共重
合体（Ａ）中に１種が単独で用いられていてもよく、また２種類以上が併用されていても
よい。基材に対して接着性を有する官能基の種類、含有量は、表面塗布用組成物を塗布す
る基材の種類、形状、用途、要求される接着性、接着方法、官能基導入方法等により適宜
選択される。
【００２２】
　含フッ素共重合体（Ａ）に、架橋性基を導入する方法としては、（ｉ）含フッ素共重合
体（Ａ）の重合時に、接着性官能基を有する共重合可能な単量体を他の原料単量体ととも
に共重合する方法、（ｉｉ）重合開始剤、連鎖移動剤等により、重合時に含フッ素共重合
体（Ａ）の分子末端に接着性官能基を導入する方法、（ｉｉｉ）接着性官能基とグラフト
化が可能な官能基とを有する化合物（グラフト化合物）を含フッ素共重合体（Ａ）にグラ
フトさせる方法等が挙げられる。これらの導入方法は単独で、あるいは適宜、組み合わせ
て用いることができる。耐久性を考慮した場合、上記（ｉ）、（ｉｉ）の方法の少なくと
も一方で製造される含フッ素共重合体（Ａ）が好ましい。
【００２３】
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　本発明の表面塗布用組成物は、上記エチレンに基づく繰り返し単位とＴＦＥに基づく繰
り返し単位とを有する含フッ素共重合体（Ａ）として、該含フッ素共重合体の作製に必須
の共単量体であるエチレンおよびＴＦＥと、さらに任意に含んでいてもよい上記説明した
その他共単量体とを通常の方法で共重合させたものを用いることが可能であるが、商業品
目として得られるものを用いることもできる。このような含フッ素共重合体（Ａ）の市販
品として、具体的には、旭硝子社製：Ｆｌｕｏｎ（登録商標）ＥＴＦＥ　Ｓｅｒｉｅｓ、
Ｆｌｕｏｎ（登録商標）ＬＭ－ＥＴＦＥ　Ｓｅｒｉｅｓ、Ｆｌｕｏｎ（登録商標）ＬＭ－
ＥＴＦＥ　ＡＨ　Ｓｅｒｉｅｓ、ダイキン工業社製：ネオフロン（登録商標）、Ｄｙｎｅ
ｏｎ社製：Ｄｙｎｅｏｎ（登録商標）ＥＴＦＥ、ＤｕＰｏｎｔ社製：Ｔｅｆｚｅｌ（登録
商標）等が挙げられる。
【００２４】
　本発明の表面塗布用組成物には、これら含フッ素共重合体（Ａ）の１種を単独で用いて
、あるいは２種以上を併用して、含有させることが可能である。
【００２５】
　［溶媒］
　本発明の表面塗布用組成物は上記含フッ素共重合体（Ａ）とともに溶媒を含有する。本
発明の表面塗布用組成物に用いる溶媒としては、上記含フッ素共重合体（Ａ）の融点以下
の温度でこの含フッ素共重合体（Ａ）を溶解可能な溶媒である。さらにこの溶媒に含フッ
素共重合体（Ａ）を溶解した溶液から含フッ素共重合体（Ａ）を析出させた際に、少なく
とも常温常圧において、分散状態を維持することができるものであることが好ましい。
【００２６】
　本発明に用いる溶媒としては、上記条件に適合する範囲で種々の溶媒が挙げられる。こ
こで、用いる溶媒が上記条件に適合するためには、その溶媒が有する極性はある特定の範
囲にあることが好ましい。本発明においては、上記条件に適合する溶媒を、ハンセン溶解
度パラメータ（Ｈａｎｓｅｎ　ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ　ｐａｒａｍｅｔｅｒｓ）に基づい
て、ある特定の範囲の極性を有する溶媒として選択する、以下の方法を用いた。
【００２７】
　ハンセン（Ｈａｎｓｅｎ）溶解度パラメータは、ヒルデブランド（Ｈｉｌｄｅｂｒａｎ
ｄ）によって導入された溶解度パラメータを、分散項δｄ，極性項δｐ，水素結合項δｈ
の３成分に分割し、３次元空間に表したものである。分散項δｄは分散力のよる効果、極
性項δｐは双極子間力による効果、水素結合項δｈは水素結合力の効果を示す。
【００２８】
　なお、ハンセン溶解度パラメータの定義と計算は、Ｃｈａｒｌｅｓ Ｍ．Ｈａｎｓｅｎ
著、Ｈａｎｓｅｎ　Ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ　Ｐａｒａｍｅｔｅｒｓ：　Ａ　Ｕｓｅｒｓ　
Ｈａｎｄｂｏｏｋ　（ＣＲＣプレス，２００７年）に記載されている。
【００２９】
　また、コンピュータソフトウエア　Ｈａｎｓｅｎ　Ｓｏｌｕｂｉｌｉｔｙ　Ｐａｒａｍ
ｅｔｅｒｓ　ｉｎ　Ｐｒａｃｔｉｃｅ（ＨＳＰｉＰ）を用いることにより、簡便にハンセ
ン溶解度パラメータを推算することができる。本発明では、ＨＳＰｉＰバージョン３でデ
ータベースに登録されている溶媒に関しては、その値を、データベースにない溶媒に関し
ては推算される値を用いることにより、使用する溶媒を選定することが好ましい。
【００３０】
　一般に、特定の重合体のハンセン溶解度パラメータは、その重合体のサンプルをハンセ
ン溶解度パラメータが確定している数多くの異なる溶媒に溶解させて溶解度を測る試験を
行うことによって決定され得る。具体的には、上記溶解度試験に用いた溶媒のうちその重
合体を溶解した溶媒の３次元上の点をすべて球の内側に内包し、溶解しない溶媒の点は球
の外側になるような球（溶解度球）を探し出し、その球の中心座標をその重合体のハンセ
ン溶解度パラメータとする。
【００３１】
　ここで、たとえば、上記重合体のハンセン溶解度パラメータの測定に用いられなかった
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ある別の溶媒のハンセン溶解度パラメータが（δｄ，δｐ，δｈ）であった場合、その座
標で示される点が上記重合体の溶解度球の内側に内包されれば、その溶媒は、上記重合体
を溶解すると考えられる。一方、その座標点が上記重合体の溶解度球の外側にあれば、こ
の溶媒は上記重合体を溶解することができないと考えられる。
【００３２】
　本発明においては、このハンセン溶解度パラメータを利用して、表面塗布用組成物が含
有する含フッ素共重合体（Ａ）をその融点以下の温度で溶解可能な溶媒であり、室温にお
いて該含フッ素共重合体（Ａ）を微粒子として分散する最適な溶媒であるジイソプロピル
ケトンを基準として、そのハンセン溶解度パラメータである座標（１５．７，５．７，４
．３）から一定の距離にある溶媒群を好ましい溶媒として使用することができる。
【００３３】
　すなわち、下記式（１）で示されるハンセン溶解度パラメータに基づく値であるＲを上
記含フッ素共重合体（Ａ）に対する溶解指標とした。
Ｒ＝４×（δｄ－１５．７）２＋（δｐ－５．７）２＋（δｈ－４．３）２　…（１）
（式（１）中、δｄ、δｐおよびδｈは、ハンセン溶解度パラメータにおける、分散項、
極性項および水素結合項をそれぞれ示し、単位はいずれも（ＭＰａ）１／２である。）。
【００３４】
　本発明において用いる溶媒は、その溶媒のハンセン溶解度パラメータ座標（δｄ，δｐ
，δｈ）を用いて上記式（１）で算出される溶解指標（Ｒ）が２５未満であることが好ま
しく、１６未満であることがより好ましい。上記式（１）で示されるＲが、この範囲に入
るハンセン溶解度パラメータを有する溶媒は、含フッ素共重合体（Ａ）との親和性が高く
、溶解性および含フッ素共重合体（Ａ）を微粒子とした場合の分散性が高い。
【００３５】
　また、本発明に用いる溶媒においては、化合物１種からなる溶媒でも、２種以上の化合
物の混合溶媒であっても、上記式（１）によりハンセン溶解度パラメータに基づいて算出
されるＲの値を、含フッ素共重合体（Ａ）の溶解指標とすることができる。たとえば、混
合溶媒を用いる場合には、用いる溶媒の混合比（体積比）による平均のハンセン溶解度パ
ラメータを求め、それをハンセン溶解度パラメータとして用いて上記溶解指標（Ｒ）を算
出することができる。
【００３６】
　また、本発明に用いる溶媒の沸点は、取扱い性および塗布後の溶媒除去性の観点から、
２１０℃以下が好ましく、１８０℃以下がより好ましい。また、溶媒の沸点が低すぎると
、たとえば、組成物をコーティングした後の溶媒の蒸発除去（以下、乾燥ともいう）時に
気泡が発生しやすい等の問題があるため、４０℃以上が好ましく、５５℃以上がさらに好
ましく、８０℃以上が特に好ましい。
【００３７】
　上記のような条件を満たす溶媒としては、炭素数３～１０のケトン類、エステル類、カ
ーボネート類、エーテル類などが好ましく挙げられ、炭素数５～９のケトン類、エステル
類がさらに好ましく挙げられる。具体例としては、メチルエチルケトン、２－ペンタノン
、メチルイソプロピルケトン、２－ヘキサノン、メチルイソブチルケトン、ピナコリン、
２－ヘプタノン、４－ヘプタノン、ジイソピロピルケトン、イソアミルメチルケトン、２
－オクタノン、２－ノナノン、ジイソブチルケトン、ギ酸エチル、ギ酸プロピル、ギ酸イ
ソプロピル、ギ酸ブチル、ギ酸イソブチル、ギ酸ｓｅｃ－ブチル、ギ酸ｔ－ブチル、ギ酸
アミル、ギ酸イソアミル、ギ酸ヘキシル、ギ酸シクロヘキシル、ギ酸ヘプチル、ギ酸オク
チル、ギ酸２－エチルヘキシル、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸イソプロ
ピル、酢酸ブチル、酢酸イソブチル、酢酸ｓｅｃ－ブチル、酢酸ｔ－ブチル、酢酸アミル
、酢酸イソアミル、酢酸ヘキシル、酢酸シクロヘキシル、酢酸ヘプチル、酢酸オクチル、
酢酸２－エチルヘキシル、プロピオン酸メチル、プロピオン酸エチル、プロピオン酸プロ
ピル、プロピオン酸イソプロピル、プロピオン酸ブチル、プロピオン酸イソブチル、プロ
ピオン酸ｓｅｃ－ブチル、プロピオン酸ｔ－ブチル、プロピオン酸アミル、プロピオン酸
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イソアミル、プロピオン酸ヘキシル、プロピオン酸シクロヘキシル、プロピオン酸ヘプチ
ル、酪酸メチル、酪酸エチル、酪酸プロピル、酪酸イソプロピル、酪酸ブチル、酪酸イソ
ブチル、酪酸ｓｅｃ－ブチル、酪酸ｔ－ブチル、酪酸アミル、酪酸イソアミル、酪酸ヘキ
シル、酪酸シクロヘキシル、イソ酪酸メチル、イソ酪酸エチル、イソ酪酸プロピル、イソ
酪酸イソプロピル、イソ酪酸ブチル、イソ酪酸イソブチル、イソ酪酸ｓｅｃ－ブチル、イ
ソ酪酸ｔ－ブチル、イソ酪酸アミル、イソ酪酸イソアミル、イソ酪酸ヘキシル、イソ酪酸
シクロヘキシル、吉草酸メチル、吉草酸エチル、吉草酸プロピル、吉草酸イソプロピル、
吉草酸ブチル、吉草酸イソブチル、吉草酸ｓｅｃ－ブチル、吉草酸ｔ－ブチル、吉草酸ア
ミル、イソ吉草酸メチル、イソ吉草酸エチル、イソ吉草酸プロピル、イソ吉草酸イソプロ
ピル、イソ吉草酸ブチル、イソ吉草酸イソブチル、イソ吉草酸ｓｅｃ－ブチル、イソ吉草
酸ｔ－ブチル、イソ吉草酸アミル、ヘキサン酸メチル、ヘキサン酸エチル、ヘキサン酸プ
ロピル、ヘキサン酸イソプロピル、ヘキサン酸ブチル、ヘキサン酸イソブチル、ヘキサン
酸ｓｅｃ－ブチル、ヘキサン酸ｔ－ブチル、ヘプタン酸メチル、ヘプタン酸エチル、ヘプ
タン酸プロピル、ヘプタン酸イソプロピル、オクタン酸メチル、オクタン酸エチル、ノナ
ン酸メチル、シクロヘキサンカルボン酸メチル、シクロヘキサンカルボン酸エチル、シク
ロヘキサンカルボン酸プロピル、シクロヘキサンカルボン酸イソプロピル、酢酸２－プロ
ポキシエチル、酢酸２－ブトキシエチル、酢酸２－ペンチルオキシエチル、酢酸２－ヘキ
シルオキシエチル、１－エトキシ－２－アセトキシプロパン、１－プロポキシ－２－アセ
トキシプロパン、１－ブトキシ－２－アセトキシプロパン、１－ペンチルオキシ－２－ア
セトキシプロパン、酢酸３－メトキシブチル、酢酸３－エトキシブチル、酢酸３－プロポ
キシブチル、酢酸３－ブトキシブチル、酢酸３－メトキシ－３－メチルブチル、酢酸３－
エトキシ－３－メチルブチル、酢酸３－プロポキシ－３－メチルブチル、酢酸４－メトキ
シブチル、酢酸４－エトキシブチル、酢酸４－プロポキシブチル、酢酸４－ブトキシブチ
ル、炭酸エチルメチル、炭酸ジエチル、炭酸ジプロピル、炭酸ジブチル、テトラヒドロフ
ランなどが挙げられる。なお、これらの溶媒はいずれも、上記式（１）から算出されるＲ
が２５未満の溶媒である。
【００３８】
　これらのうちでも、本発明に用いる溶媒としてより好ましい化合物として具体的には、
以下の化合物が例示できる。
  メチルエチルケトン、２－ペンタノン、メチルイソプロピルケトン、２－ヘキサノン、
メチルイソブチルケトン、ピナコリン、２－ヘプタノン、４－ヘプタノン、ジイソピロピ
ルケトン、イソアミルメチルケトン、２－オクタノン、２－ノナノン、ジイソブチルケト
ン、ギ酸イソプロピル、ギ酸イソブチル、ギ酸ｓｅｃ－ブチル、ギ酸ｔ－ブチル、ギ酸ア
ミル、ギ酸イソアミル、ギ酸ヘキシル、ギ酸ヘプチル、ギ酸オクチル、ギ酸２－エチルヘ
キシル、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ブチル、酢酸イソブチル、酢酸ｔ－ブチル、酢
酸アミル、酢酸イソアミル、酢酸ヘキシル、酢酸シクロヘキシル、酢酸ヘプチル、プロピ
オン酸メチル、プロピオン酸エチル、プロピオン酸プロピル、プロピオン酸イソプロピル
、プロピオン酸ブチル、プロピオン酸イソブチル、プロピオン酸ｓｅｃ－ブチル、プロピ
オン酸ｔ－ブチル、プロピオン酸アミル、プロピオン酸イソアミル、プロピオン酸ヘキシ
ル、プロピオン酸シクロヘキシル、酪酸メチル、酪酸エチル、酪酸プロピル、酪酸イソプ
ロピル、酪酸ブチル、酪酸イソブチル、酪酸ｓｅｃ－ブチル、酪酸ｔ－ブチル、酪酸アミ
ル、酪酸イソアミル、イソ酪酸メチル、イソ酪酸エチル、イソ酪酸プロピル、イソ酪酸イ
ソプロピル、イソ酪酸ブチル、イソ酪酸イソブチル、イソ酪酸ｓｅｃ－ブチル、イソ酪酸
ｔ－ブチル、イソ酪酸アミル、イソ酪酸イソアミル、吉草酸メチル、吉草酸エチル、吉草
酸プロピル、吉草酸イソプロピル、吉草酸ブチル、吉草酸イソブチル、吉草酸ｓｅｃ－ブ
チル、吉草酸ｔ－ブチル、イソ吉草酸メチル、イソ吉草酸エチル、イソ吉草酸プロピル、
イソ吉草酸イソプロピル、イソ吉草酸ブチル、イソ吉草酸イソブチル、イソ吉草酸ｓｅｃ
－ブチル、イソ吉草酸ｔ－ブチル、ヘキサン酸メチル、ヘキサン酸エチル、ヘキサン酸プ
ロピル、ヘキサン酸イソプロピル、ヘプタン酸メチル、ヘプタン酸エチル、オクタン酸メ
チル、シクロヘキサンカルボン酸メチル、シクロヘキサンカルボン酸エチル、シクロヘキ
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サンカルボン酸プロピル、シクロヘキサンカルボン酸イソプロピル、酢酸２－プロポキシ
エチル、酢酸２－ブトキシエチル、酢酸２－ペンチルオキシエチル、１－エトキシ－２－
アセトキシプロパン、１－プロポキシ－２－アセトキシプロパン、１－ブトキシ－２－ア
セトキシプロパン、酢酸３－エトキシブチル、酢酸３－プロポキシブチル、酢酸３－メト
キシ－３－メチルブチル、酢酸３－エトキシ－３－メチルブチル、酢酸４－メトキシブチ
ル、酢酸４－エトキシブチル、酢酸４－プロポキシブチル。なお、これらの溶媒はいずれ
も、上記式（１）から算出されるＲが１６未満の溶媒である。
【００３９】
　上記溶媒は、上記本発明の条件を満たす範囲であれば、単独で用いても、２種以上を混
合して用いてもよい。また、上記所定のハンセン溶解度パラメータを有していれば、上記
溶媒に上記以外の溶媒を混合して用いてもよい。さらに、混合溶媒が上記条件を満たして
いれば、上記以外の２種以上の溶媒を混合して用いることもできる。
  このような混合溶媒は、混合溶媒とした際にこれを構成する各溶媒のハンセン溶解パラ
メータとその混合比から算出される混合溶媒における溶解指標（Ｒ）の値が上記好ましく
は２５未満、より好ましくは１６未満となるように配合量が適宜調整されて作製される。
【００４０】
　［表面塗布用組成物］
  本発明の表面塗布用組成物に含有される含フッ素共重合体（Ａ）は、溶解状態で存在し
ていもよいが、以下に説明する溶媒中に分散した状態で存在していることが好ましい。こ
こで、含フッ素共重合体（Ａ）が分散した状態で存在する場合には、該含フッ素共重合体
（Ａ）は、以下に説明する溶媒に溶解させた溶液から析出した含フッ素共重合体（Ａ）で
あることが好ましい。含フッ素共重合体（Ａ）は、溶媒に溶解させた溶液から析出するこ
とにより微粒子の状態で溶媒に分散する。この場合の含フッ素共重合体（Ａ）の微粒子の
平均粒子径は、２０℃において、小角Ｘ線散乱法で測定した平均粒子径として、０．００
５～２μｍの範囲にあることが好ましく、０．００５～１μｍであることがより好ましい
。本発明の表面塗布用組成物において、含フッ素共重合体（Ａ）の微粒子の平均粒子径が
、この範囲にあれば均質で透明性、平坦性、密着性に優れた塗膜を形成することができる
。
【００４１】
　本発明の表面塗布用組成物中の含フッ素共重合体（Ａ）の含有量は、目的とする成形物
の膜厚に応じて適宜変えることができる。成膜性の観点から、含フッ素共重合体（Ａ）の
含有量は、組成物全量において０．０５～３０質量％が好ましく、０．１～２０質量％が
より好ましい。前記含有量がこの範囲にあると粘度、乾燥速度、膜の均一性等の取扱い性
に優れ、含フッ素共重合体（Ａ）からなる均質な塗膜を形成できる。
【００４２】
　本発明の表面塗布用組成物中の溶媒の含有量は、これを用いて成形物を得る際の成形性
の観点から、組成物全量中７０～９９．９５質量％が好ましく、８０～９９．９質量％が
より好ましい。前記含有量がこの範囲にあると、表面塗布用組成物として塗膜作製におけ
る塗布時の取扱い性等に優れ、かつ得られる含フッ素共重合体（Ａ）を含有する塗膜を均
質かつ均一なものとすることができる。
【００４３】
　［表面塗布用組成物の製造方法］
  本発明の表面塗布用組成物の製造方法について以下に説明する。本発明の製造方法は、
具体的には、上に説明した本発明の表面塗布用組成物を製造する方法として用いられる。
【００４４】
　本発明の表面塗布用組成物の製造方法は、下記（１）および（２）の工程を有すること
が好ましい。
（１）エチレンに基づく繰り返し単位とテトラフルオロエチレンに基づく繰り返し単位と
を有する含フッ素共重合体（Ａ）を、前記含フッ素共重合体（Ａ）の融点以下の温度で該
含フッ素共重合体（Ａ）を溶解可能な溶媒に溶解して溶液とする工程、（以下、「溶解工
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程」という。）
（２）前記溶液において前記溶媒中に前記含フッ素共重合体（Ａ）を微粒子として析出さ
せて、前記溶液を該微粒子が前記溶媒に分散した分散液とする工程（以下「析出工程」と
いう。）
　（１）溶解工程
  溶解工程において使用する溶媒は、上記条件を満たす溶媒、すなわち、上記含フッ素共
重合体（Ａ）の融点以下の温度でこの含フッ素共重合体を溶解可能な溶媒である。さらに
続いて析出工程を行って、この溶媒に含フッ素共重合体を溶解した溶液から含フッ素共重
合体（Ａ）の微粒子を析出させる場合には、使用する溶媒は、少なくとも常温常圧におい
て、含フッ素共重合体（Ａ）を安定して微粒子として分散させることができることが好ま
しい。
【００４５】
　上記溶解工程における温度、圧力、撹拌等の条件としては、上記溶媒に上記含フッ素共
重合体（Ａ）が溶解される条件であれば特に制限されないが、該溶解工程における温度条
件としては、用いる含フッ素共重合体（Ａ）の融点より低い温度であることが好ましい。
本発明に用いる含フッ素共重合体（Ａ）の融点は、最も高いもので概ね２７５℃であるこ
とから、上記溶媒にこれを溶解する工程の温度は、概ね２７５℃以下の温度であることが
好ましい。前記含フッ素共重合体（Ａ）を前記溶媒に溶解する温度としては、２３０℃以
下がより好ましく、２００℃以下が特に好ましい。また、この溶解工程の温度の下限とし
ては、０℃が好ましく、２０℃がより好ましい。前記溶解工程の温度が０℃未満では、十
分な溶解状態が得られない場合があり、２７５℃を超える温度では、実際作業を行う上で
、容易に実行できないことがある。
【００４６】
　本発明の表面塗布用組成物の製造方法が有する上記溶解工程において、温度以外の条件
は特に限定されるものではなく、通常は常圧～０．５ＭＰａ程度の微加圧の条件下に実施
することが好ましい。含フッ素共重合体（Ａ）や溶媒の種類によって、溶媒の沸点が溶解
工程の温度より低い場合等には、耐圧容器中で、少なくとも自然発生圧力以下、好ましく
は３ＭＰａ以下、より好ましくは２ＭＰａ以下、さらに好ましくは１ＭＰａ以下の条件下
、最も好ましくは常圧以下の条件下で溶解する方法が挙げられるが、一般的には、０．０
１～１ＭＰａ程度の条件下で溶解を実施することができる。
【００４７】
　溶解時間は、本発明の表面塗布用組成物中の含フッ素共重合体（Ａ）の含有量や該含フ
ッ素共重合体（Ａ）の形状等に依存する。用いる含フッ素共重合体（Ａ）の形状は、溶解
時間を短くする作業効率の点でいえば、粉末状のものが好ましいが、入手のし易さ等から
ペレット状等、その他の形状のものを用いることも可能である。
【００４８】
　上記溶解工程における溶解の手段は特別なものではなく、一般的な方法によればよい。
たとえば、表面塗布用組成物に配合する各成分の必要量を秤量し、好ましくは０℃以上用
いる含フッ素共重合体の融点以下の温度、より好ましくは０～２３０℃、特に好ましくは
２０～２００℃の温度でこれら成分を均一に混合して上記溶媒に溶解させればよい。なお
、ホモミキサー、ヘンシェルミキサー、バンバリーミキサー、加圧ニーダー、一軸または
二軸押出機等の一般的な撹拌混合機を用いて、上記溶解を実施することが効率の点で好ま
しい。また、溶解工程において加熱が必要な場合は、各種原料成分の混合と加熱は同時に
行ってもよく、各種原料成分を混合した後、必要に応じて撹拌しながら加熱する方法をと
ってもよい。
【００４９】
　加圧下に溶解する場合には、撹拌機付きオートクレーブ等の装置を用いることができる
。撹拌翼の形状としては、マリンプロペラ翼、パドル翼、アンカー翼、タービン翼等が用
いられる。小スケールで行う場合には、マグネティックスターラー等を用いてもよい。
  本発明の表面塗布用組成物としては、析出工程を行わずに、溶解工程によって溶媒に溶
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解した状態の含フッ素共重合体（Ａ）を含有する組成物を使用することもできる。
【００５０】
　（２）析出工程
  上記（１）溶解工程で得られた、上記含フッ素共重合体（Ａ）を上記溶媒に溶解した溶
液を、該含フッ素共重合体（Ａ）が上記溶媒中に析出する条件下、一般的には常温常圧下
におくことで、含フッ素共重合体（Ａ）が上記溶媒中に析出する。具体的には、上記（１
）溶解工程を加熱下で行った場合には、得られる溶液を含フッ素共重合体（Ａ）が析出す
る温度以下の温度まで、通常は常温まで冷却することにより上記含フッ素共重合体（Ａ）
の微粒子を上記溶媒中に析出させることができる。この場合、冷却の方法は、特に制限さ
れず、徐冷でもよく、急冷であってもよい。
【００５１】
　析出工程においては、上記含フッ素共重合体（Ａ）は通常微粒子として析出し、該微粒
子が上記溶媒中に分散した組成物が得られる。なお、析出工程において析出する含フッ素
共重合体（Ａ）微粒子の平均粒子径は、２０℃において、小角Ｘ線散乱法で測定した平均
粒子径として、０．００５～２μｍの範囲にあることが好ましく、０．００５～１μｍで
あることがより好ましい。
【００５２】
　本発明においては、表面塗布用組成物として、微粒子として分散した状態の含フッ素共
重合体（Ａ）を含有する組成物を使用することが好ましい。
【００５３】
　［その他任意成分］
  本発明における表面塗布用組成物は、必要に応じてその他任意成分を本発明の効果を損
なわない範囲で含有することができる。このような任意成分として、たとえば、硬化剤、
硬化促進剤、密着性改良剤、表面調整剤、酸化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、架橋剤
、滑剤、可塑剤、増粘剤、つや消し剤、分散安定剤、充填剤（フィラー）、強化剤、レベ
リング剤、顔料、染料、難燃剤、帯電防止剤、他の樹脂等の各種添加剤が挙げられる。ま
た、本発明の効果を損なわないこれらの任意成分の含有量としては、表面塗布用組成物全
量に対して３０質量％以下の含有量を挙げることができる。
本発明における表面塗布用組成物は、含フッ素共重合体（Ａ）を溶媒に溶解して溶液とす
る工程を含んでいるため、溶融混練などの方法と比較して、上記添加剤を必要に応じて多
量に、かつ均一に混合することが可能である。また、そのような上記添加剤を高濃度に含
有する表面塗布用組成物を使用すれば、より薄い膜厚で必要な機能を発揮することが可能
であるため、含フッ素共重合体（Ａ）の使用量を、より少なくすることができる。
【００５４】
　塗料を硬化させるには硬化剤を添加することが好ましいが、架橋性基の種類によっては
乾燥するだけで硬化するので、硬化剤の添加が不要な場合もある。硬化剤は、含フッ素共
重合体（Ａ）に含まれる架橋性基により、適宜選択すればよい。
  たとえば、架橋性基がヒドロキシ基の場合にはイソシアネート系硬化剤、メラミン樹脂
、シリケート化合物、イソシアネート含有シラン化合物などを選択し、カルボキシル基の
場合にはアミノ系硬化剤、エポキシ系硬化剤を選択し、アミノ基の場合にはカルボニル含
有硬化剤、エポキシ系硬化剤、酸無水物系硬化剤を選択し、エポキシ基の場合にはカルボ
キシル基を選択し、イソシアネート基の場合にはヒドロキシ基を選択する。硬化剤が不要
な架橋性基としては、加水分解性シリル基などがある。
【００５５】
　特に含フッ素共重合体がヒドロキシ基を有する場合には、硬化剤としてポリイソシアネ
ートが好ましく、中でも無黄変ポリイソシアネートまたは無黄変ポリイソシアネートの変
性体がより好ましい。
  無黄色変性ポリイソシアネートとしては、ＩＰＤＩ（イソホロンジイソシアネート）、
ＨＭＤＩ（ヘキサメチレンジイソシアネート）、ＨＤＩ（ヘキサンジイソシアネート）、
またはこれらの変性体が好ましい。
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  変性体としては、イプシロンカプロラクタム（Ｅ－ＣＡＰ）やメチルエチルケトンオキ
シム（ＭＥＫ－ＯＸ）、メチルイソブチルケトンオキシム（ＭＩＢＫ－ＯＸ）、ピラリジ
ンまたはトリアジン（ＴＡ）を用い、イソシアネート基をブロックしたもの、ポリイソシ
アネート同士をカップリングしてウレトジオン結合としたもの等が好ましい。
  硬化促進剤としては、たとえばスズ系、その他金属系、有機酸系、アミノ系硬化促進剤
などが使用できる。
【００５６】
　密着性改良剤は特に限定されないが、たとえばシランカップリング剤を好適に用いるこ
とができる。シランカップリング剤としては、たとえば３－アミノプロピルトリエトキシ
シラン、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン、ウレイドプロピルトリエトキシシランなどのアミノアル
キルシラン類；ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、（メタ）アクリ
ル酸３－（トリメトキシシリル）プロピル、（メタ）アクリル酸３－（トリエトキシシリ
ル）プロピルなどの不飽和アルキルシラン類；２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）
エチルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシランなどのエポキ
シシラン類；３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－イソシアネートプロピル
トリエトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリメトキシシランなどが好ま
しい。
【００５７】
　本発明の表面塗布用塗料組成物には、防錆、着色、補強等を目的として、顔料成分が含
有されていることが好ましい。顔料成分としては、防錆顔料、着色顔料および体質顔料か
らなる群から選ばれる１種以上の顔料が好ましい。
  防錆顔料は、ブレード基体の腐食や変質を防止するための顔料である。環境への負荷が
少ない無鉛防錆顔料が好ましい。
  無鉛防錆顔料としては、シアナミド亜鉛、酸化亜鉛、リン酸亜鉛、リン酸カルシウムマ
グネシウム、モリブデン酸亜鉛、ホウ酸バリウム、シアナミド亜鉛カルシウム等が挙げら
れる。
  着色顔料は、塗膜を着色するための顔料である。着色顔料としては、酸化チタン、カー
ボンブラック、酸化鉄等が挙げられる。
  体質顔料は、塗膜の硬度を向上させ、かつ、塗膜の厚みを増すための顔料である。体質
顔料としては、タルク、硫酸バリウム、マイカ、炭酸カルシウム等が挙げられる。
【００５８】
　本発明の表面塗布用塗料組成物中の顔料成分の含有量は、使用時の塗料組成物（硬化剤
成分を用いる場合は硬化剤成分を含む）の固形分の総量１００質量部に対して、５０～５
００質量部が好ましく、１００～４００質量部がより好ましい。顔料成分の含有量が５０
質量部以上であれば、顔料成分の機能が得られやすい。顔料成分の含有量が５００質量部
以下であれば、塗膜が虫や鳥の衝突等の衝撃で割れたり傷付いたりし難くなり、かつ、塗
膜の耐候性が向上する。
  顔料の中でも、酸化チタンは、光触媒作用により顔料が含まれている塗膜を分解劣化す
ることが知られている。そこで酸化チタンとしては、内側から順に、酸化チタンを含む粒
子、該粒子の外側を覆う酸化セリウムを含む第一の被覆層、および第一の被覆層の外側を
覆う酸化ケイ素を含む第二の被覆層、とを含む複合粒子としたものを用いることが好まし
い。
  該複合粒子は、酸化セリウム被覆層、酸化ケイ素被覆層の内側または外側に他の被覆層
を有していてもよい。たとえば酸化チタンを含む粒子と、該粒子の外側を覆う酸化セリウ
ムを含む第一被覆層との間に、酸化ケイ素の被覆層を有することが好ましい。
【００５９】
　また、複合粒子の最外の被覆層には、複合粒子の要求特性に応じて、被覆層を構成する
金属化合物とは別の金属化合物を添加することが好ましい。たとえば硬くして顔料がつぶ
れないようする目的でジルコニアを添加したり、親水性を高めて分散性をよくする目的で
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アルミナを添加することが好ましい。前記複合粒子の最外層が前記酸化ケイ素を含む第２
層である場合には、酸化ケイ素に前記ジルコニア、アルミナを添加することが好ましい。
被覆層に、被覆層を構成する金属化合物とは別の金属化合物を添加する場合の量は、被覆
層を構成する金属化合物の総質量に対して１０～５０質量％が好ましく、２０～３０質量
％がより好ましい。
  レベリング剤としては、たとえばポリエーテル変性ポリジメチルシロキサン、ポリエー
テル変性シロキサンなどが好ましい。
【００６０】
　風力発電機は、紫外線の強い屋外で長期間使用されるため、ブレードの紫外線による劣
化の対策は重要である。そこで含フッ素共重合体（Ａ）を必須成分とする塗料に紫外線吸
収剤を添加して、塗膜に紫外線吸収の機能を付与することが好ましい。
  紫外線吸収剤としては、有機系、無機系のいずれの紫外線吸収剤も用いることができる
。有機化合物系では、たとえばサリチル酸エステル系、ベンゾトリアゾール系、ベンゾフ
ェノン系、シアノアクリレート系、の外線吸収剤などが挙げられ、無機系では酸化チタン
、酸化亜鉛、酸化セリウムなどのフィラー型無機系紫外線吸収剤などが好ましい。
  紫外線吸収剤として酸化チタンを用いる場合には、前記の複合粒子とした酸化チタンを
用いることが好ましい。
  紫外線吸収剤は１種を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
紫外線吸収剤の量は、塗料中の含フッ素共重合体（Ａ）の固形分総質量に対して０．１～
１５質量％であることが好ましい。紫外線吸収剤の量が少なすぎる場合には、耐光性の改
良効果が充分に得られず、また、多すぎても効果が飽和する。
【００６１】
　光安定剤としては、たとえばヒンダードアミン系の光安定剤などが挙げられ、アデカス
タブＬＡ６２、アデカスタブＬＡ６７（以上、アデカアーガス化学社製、商品名）、チヌ
ビン２９２、チヌビン１４４、チヌビン１２３、チヌビン４４０（以上、チバ・スペシャ
ルティ・ケミカルズ社製、商品名）などが好ましい。
  光安定剤は１種または２種以上を組み合わせて用いてもよく、紫外線吸収剤と組み合わ
せて用いてもよい。
  増粘剤としては、たとえばポリウレタン系会合性増粘剤などが挙げられる。
  つや消し剤としては、超微粉合成シリカ等など常用の無機または有機のつや消し剤を用
いることができる。
【００６２】
　他の樹脂としては、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、アクリルポリオール樹脂、ポリ
エステルポリオール樹脂、ウレタン樹脂、アクリルシリコーン樹脂、シリコーン樹脂、ア
ルキッド樹脂、エポキシ樹脂、オキセタン樹脂、アミノ樹脂等の非フッ素系樹脂等が挙げ
られる。他の樹脂は、架橋性基を有し、硬化剤によって架橋されて硬化する樹脂であって
もよい。
  本発明の表面塗布用塗料組成物に他の樹脂を配合する場合、他の樹脂の含有量は、含フ
ッ素共重合体（Ａ）の１００質量部に対して１～２００質量部が好ましい。
  前記のように調製した表面塗布用組成物中の含フッ素共重合体（Ａ）の濃度は、塗料の
全質量に対して１～５０質量％であることが好ましい。
【００６３】
　以上説明した本発明の表面塗布用塗料組成物を用いれば、風力発電機のブレードを保護
する塗膜として、優れた耐擦傷性、耐候性を有する塗膜を簡便に形成できる。さらに、含
フッ素共重合体（Ａ）に架橋性を有する官能基を導入し、塗膜として硬化塗膜層を形成す
れば、架橋構造によって耐酸性が向上するため、酸性雨や鳥のフンによってブレードの劣
化を抑制しやすい。加えて、該硬化塗膜層は、架橋構造によって撥水性も向上するため、
雪の付着によってブレードの回転が妨げられることも抑制しやすい。さらに、架橋構造に
よってより硬い塗膜が形成されるために耐擦傷性も向上するうえ、耐熱性、耐水性、耐湿
性等の耐久性も向上する。
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【００６４】
　＜風力発電機のブレード＞
  以下、本発明の風力発電機のブレードの実施形態の一例について説明する。
  ブレード基体としては、風力発電機に通常用いられるブレード基体を採用でき、たとえ
ば、木材からなる翼状の板片の表面が繊維強化プラスチック（ＦＲＰ）により補強された
ブレード基体等が挙げられる。ブレード基体の形状および大きさは、特に限定されない。
【００６５】
　塗膜は、ブレード基体の耐候性および機械的耐久性向上のためにブレード基体の上に形
成される層であり、前述した本発明の表面塗布用塗料組成物により形成される。塗膜の厚
みは、５０～１５０μｍが好ましい。塗膜は、耐候性に加えて、耐酸性、撥水性、耐久性
、耐擦傷性が向上する点から、含フッ素共重合体（Ａ）を含む表面塗布用塗料組成物によ
り形成された硬化塗膜層であることが好ましい。
【００６６】
　ブレード基体と塗膜の間には、別の層が存在していてもよい。別の層としては、アルキ
ッド樹脂、エポキシ樹脂、アクリル樹脂からなる樹脂層、硬化塗膜層の密着性を向上させ
るためのシランカップリング剤からなる層等が挙げられる。
【００６７】
　（製造方法）
  本発明の風力発電機のブレードの製造方法の一例として、前述した含フッ素共重合体（
Ａ）を含む表面塗布用塗料組成物を用いたブレード１の製造方法について説明する。
  ブレードの製造方法としては、たとえば、ブレード基体の表面に、少なくとも含フッ素
共重合体（Ａ）を含む表面塗布用塗料組成物を塗布して塗布層を形成し、塗膜からなる塗
膜を形成する方法が挙げられる。
【００６８】
　表面塗布用塗料組成物の塗布は、刷毛、ローラ、スプレー、フローコータ、アプリケー
タ等を用いて実施できる。表面塗布用塗料組成物の塗布量は、乾燥膜厚が前記範囲内とな
るように適宜選定すればよい。表面塗布用塗料組成物を熱硬化する際の温度は、常温～２
５０℃が好ましい。
  表面塗布用塗料組成物が溶媒を含有している場合には、該溶媒は硬化を行う前もしくは
硬化を行うと同時に加熱、減圧等により揮発させる等して除去することが好ましい。
【００６９】
　以上説明した風力発電機のブレードは、耐候性に優れた塗膜を有しており、フィルムを
貼り付ける方法に比べてその施工も容易である。また、塗膜を、含フッ素共重合体（Ａ）
を用いて架橋構造を有する硬化塗膜層とすれば、耐酸性および撥水性も向上し、酸性雨や
鳥のフンによる劣化、雪による回転の妨げ等を抑制しやすくなる。さらに、前記架橋構造
を有する硬化塗膜層とすれば、耐熱性、耐水性、耐湿性等の耐久性が向上するうえ、耐擦
傷性も向上するので虫や鳥の衝突等による損傷を抑制しやすい。
  なお、本発明の風力発電機のブレードの製造方法は前述した方法には限定されない。た
とえば、塗膜が硬化塗膜層ではない場合、表面塗布用塗料組成物を塗布して塗布層を形成
して乾燥させて塗膜とする方法が挙げられる。
【実施例】
【００７０】
　以下、実施例および比較例を示して本発明を詳細に説明する。ただし、本発明は以下の
記載によっては限定されない。
  ［含フッ素共重合体の表面塗布用組成物（Ａ１）の製造］
  ＜表面塗布用組成物（Ａ１）＞
  硼珪酸ガラス製耐圧反応器に、含フッ素共重合体として、ＥＴＦＥ（構成単量体および
モル比：テトラフルオロエチレン／エチレン／ヘキサフルオロプロピレン／３，３，４，
４，５，５，６，６，６－ノナフルオロ－１－ヘキセン／無水イタコン酸＝４４．６／４
５．６／８．１／１．３／０．４、融点：１９２℃、以下、「ＥＴＦＥ１」という。）の
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２．４０ｇ、ジイソプロピルケトン（上記式（１）で算出されるＲ（以下、単に「Ｒ」と
表す。）＝０）の３７．６０ｇを入れ、撹拌しながら１４０℃に加熱したところ、均一で
透明な溶液となった。
【００７１】
　該反応器を徐々に室温まで冷却したところ、均一で沈降物のない含フッ素共重合体微粒
子分散液（ＥＴＦＥ１の濃度６重量％）として表面塗布用組成物（Ａ１）が得られた。含
フッ素共重合体微粒子の平均粒子径は、２０℃において、小角Ｘ線散乱法で測定した平均
粒子径として２０ｎｍであった。また、この分散液を０．０５重量％に希釈して、透過型
電子顕微鏡で観察したところ、１次粒子径は、２０－３０ｎｍであることが確認できた。
【００７２】
　この分散液をガラス基板上に室温でポッティングにより塗布・風乾後、１２０℃のホッ
トプレート上で５分間加熱して乾燥し、表面にＥＴＦＥ１の薄膜が形成されたガラス基板
を得た。得られた薄膜を光学顕微鏡（５０倍）で観察したところ、均一で平滑な膜である
ことを確認した。また、触針式表面形状測定器にて膜厚を測定したところ、３μｍであっ
た。得られたＥＴＦＥ１膜の密着性を評価したところ、全く剥離は見られなかった。
  ＜表面塗布用組成物（Ａ２）＞
溶媒としてシクロヘキサノン（Ｒ＝２５．６）を用いる以外は表面塗布用組成物（Ａ１）
と同様にして、表面塗布用組成物（Ａ２）を得た。
【００７３】
　［顔料組成物の調製］
  ＜顔料組成物（Ｂ１）＞
  得られた含フッ素共重合体を含有する表面塗布用組成物（Ａ１）の４０ｇに、酸化チタ
ン顔料（石原産業社製、ＣＲ９７、平均粒子径：０．２５μｍ）のメチルエチルケトン分
散液（固形分濃度：３４．２％）の２．５０ｇを加え、さらに、直径１ｍｍのガラスビー
ズの４０ｇを加えて、ペイントシェーカーで２時間撹拌する。撹拌後ろ過を行ってガラス
ビーズを取り除き、顔料組成物（Ｂ１）を得た。この顔料組成物（Ｂ１）をポリエチレン
テレフタレート（ＰＥＴ）フィルム上に室温でポッティングにより塗布・風乾後、１２０
℃のホットプレート上で５分間加熱して乾燥し、表面に顔料組成物（Ｂ１）の薄膜が形成
されたＰＥＴフィルムを得た。得られた薄膜の可視光およびＵＶの透過率を調べたところ
、２００～８００ｎｍの全範囲で、２％以下であった。
  ＜顔料組成物（Ｂ２）＞
  表面塗布用組成物（Ａ１）に代えて、表面塗布用組成物（Ａ２）を用いた他は、顔料組
成物（Ｂ１）と同様にして、顔料組成物（Ｂ２）を得る。
【００７４】
　［表面塗布用塗料組成物］
  ＜表面塗布用塗料組成物（Ｄ１）＞
  顔料組成物（Ｂ１）の４０ｇに、表面塗布用組成物（Ａ１）の１０ｇを加えて混合し、
表面塗布用塗料組成物（Ｄ１）を得る。
  ＜塗料組成物（Ｄ２）＞
  顔料組成物（Ｂ１）に代えて顔料組成物（Ｂ２）を用い、かつ表面塗布用組成物（Ａ１
）に代えて、表面塗布用組成物（Ａ２）を用いた他は、表面塗布用塗料組成物Ｄ１と同様
にして、表面塗布用塗料組成物（Ｄ２）を得る。
【００７５】
　＜表面塗布用塗料組成物により形成した塗膜（硬化塗膜層）の評価＞
　［実施例１］
  ガラス基板の表面に、表面塗布用塗料組成物（Ｄ１）を膜厚が２０μｍとなるように塗
布し、２５℃の恒温室中で１週間養生させることにより塗膜を形成して、塗膜付試験板Ｉ
－１を得る。
  また、クロメート処理したアルミニウム板の表面に、表面塗布用塗料組成物（Ｄ１）を
膜厚が２０μｍとなるように塗装し、２５℃の恒温室中で１週間養生させることにより塗
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  塗膜付試験板Ｉ－１について、塗膜の硬度、耐水性、耐熱性を評価する。また、塗膜付
試験板Ｉ－２について、塗膜の耐候性試験を行う。
【００７６】
　［比較例１］
  表面塗布用塗料組成物（Ｄ１）に代えて表面塗布用塗料組成物（Ｄ２）を用いた以外は
、実施例１と同様にして、ガラス基板上に塗膜を形成した塗膜付試験板II－１と、アルミ
ニウム板の表面に塗膜を形成した塗膜付試験板II－２を得る。
  塗膜付試験板II－１について、塗膜の硬度、耐水性、耐熱性を評価する。また、塗膜付
試験板II－１について、塗膜の耐候性試験を行う。
【００７７】
　［評価方法］
  （硬度）
  ＪＩＳ　Ｋ　５６００－５－４（１９９９）に準拠した方法で塗膜の硬度を測定し、以
下の基準に従って評価する。
「○」：鉛筆硬度Ｈ以上
「△」：鉛筆硬度２Ｂ～Ｆ
「×」：鉛筆硬度３Ｂ以下
（耐水性）
  ＪＩＳ　Ｋ　５６００－６－２（１９９９）に準拠した方法で塗膜の耐水性試験を行い
、以下の基準に従って評価する。
「○」：塗膜に膨れ、損傷等が確認されなかった。
「×」：塗膜に膨れ、損傷等が確認された。
【００７８】
　（耐熱性（１）：熱分解温度）
  示差熱重量同時測定装ＴＧ／ＤＴＡ２２０（セイコーインスツルメント社製）を使用し
、昇温速度１０℃／分、窒素流量５０ｍＬ／分の条件で熱重量分析を実施し、塗膜の熱分
解温度を測定する。なお、塗膜の質量が５％減少した時点の温度を熱分解温度（℃）とす
る。測定結果を以下の基準に従って評価する。
「○」：２５０℃以上
「△」：１５０～２５０℃
「×」：１５０℃以下
（耐候性）
　沖縄県那覇市の屋外に塗膜付試験板Ｉ－２、II－２を設置し、設置直前と、２年後にお
ける塗膜表面の光沢を、ＰＧ－１Ｍ（光沢計：日本電色工業社製）を用いて測定する。設
置直前の光沢の値を１００％としたときの、２年後の光沢の値の割合を光沢保持率（単位
：％）として算出し、以下の基準に従って耐候性を評価する。
「○」：光沢保持率が８０％以上であった。
「△」：光沢保持率が６０％以上８０％未満であった。
「×」：光沢保持率が６０％未満であった。
【００７９】
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【表１】

【００８０】
　表１に示すように、本発明の表面塗布用塗料組成物により形成した実施例１の塗膜は、
耐擦傷性に優れる。また、熱分解温度が高く耐熱性にも優れているうえ、耐水性にも優れ
る。さらに、耐候性試験では、塗膜を形成したアルミニウム板の光沢が高度に維持されて
ることから、優れた耐候性を有している。
【００８１】
　また、最適なＲの値を有する溶媒であるジイソプロピルケトンを用いた、微粒子の含フ
ッ素共重合体が分散した表面塗布用塗料組成物（Ａ１）より調製した表面塗布用塗料組成
物（Ｄ１）により形成した実施例１の塗膜は、Ｒ＝２５．６であるシクロヘキサノンを溶
媒に用いて調製した表面塗布用塗料組成物（Ａ２）より調製した表面塗布用塗料組成物（
Ｄ２）により形成した比較例１の塗膜に比べて、耐擦傷性がより優れており、耐熱性もよ
り優れる。
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